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(57)【要約】
【課題】酸化防止剤の減少速度と、酸化劣化が急速に進
む酸化防止剤の限界濃度から酸化防止剤を適量添加した
ケーブル絶縁材料の寿命を短時間で見積もること。
【解決手段】被覆材のベースポリマの酸化劣化反応を抑
制する官能基を有する酸化防止剤を配合したケーブル被
覆材料について、前記酸化防止剤を含む被覆材について
熱劣化試験を行い、前記酸化防止剤の官能基の吸光度と
ベースポリマの吸光度の比から複数の熱劣化試験時間に
おける被覆材の劣化度及び劣化速度を求め、前記被覆材
の寿命を判定することを特徴とするケーブル被覆材料の
寿命検査方法。
【選択図】図３
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　導体の被覆材のベースポリマの酸化劣化反応を抑制する官能基を有する酸化防止剤を配
合したケーブル被覆材料について、前記酸化防止剤を含む被覆材について熱劣化試験を行
い、前記酸化防止剤の官能基の吸光度とベースポリマの吸光度の比から複数の熱劣化試験
時間における被覆材の劣化度及び劣化速度を求め、前記被覆材の寿命を判定することを特
徴とするケーブル被覆材料の寿命検査方法。
【請求項２】
　実使用濃度より低い濃度の酸化防止剤を含有する被覆材と、実使用濃度の酸化防止剤を
含む被覆材について熱劣化試験を行い、それぞれの濃度の酸化防止剤の官能基の吸光度と
前記ベースポリマの吸光度の比からそれぞれの酸化防止剤濃度の被覆材の劣化度及び劣化
速度を求め、実使用濃度の酸化防止剤の被覆材の寿命を判定することを特徴とする請求項
１記載のケーブル被覆材料の寿命検査方法。
【請求項３】
　前記酸化防止剤はその分子構造中にラジカル捕捉機能を有する官能基を有するものであ
ることを特徴とする請求項１又は２記載のケーブル被覆材料の寿命検査方法。
【請求項４】
　導体の被覆材のベースポリマの劣化反応を抑制する官能基を有する酸化防止剤を配合し
たケーブル被覆材について、
実使用濃度の配合量より酸化防止剤の少ない試料で、熱劣化試験を実施し、引張試験にお
ける破断伸びと、前記ラジカル捕捉官能基のピーク強度の相関から酸化劣化の抑制可能な
ラジカル捕捉官能基の限界濃度を見積もり、
　実使用濃度の酸化防止剤を配合した試料を用いて熱劣化試験を実施し、前記ラジカル捕
捉官能基の初期ピーク強度とその減少速度を見積もり、
　前記実使用濃度について見積もったラジカル捕捉官能基の初期ピーク強度とその減少速
度から、前記酸化防止剤の配合量の少ない試料を用いて見積もった限界濃度に到達するま
での時間を計算し、所定の温度におけるケーブル被覆材料の熱劣化寿命を予測することを
特徴とするケーブル被覆材料の寿命検査方法。
【請求項５】
　酸化劣化反応を抑制する官能基を有する酸化防止剤を配合したケーブル被覆材料につい
て、酸化防止剤の分子構造中のラジカル捕捉機能を有する官能基の濃度を赤外分光スペク
トル測定により定量する手段を用いて、
　酸化防止剤の配合量の少ない試料で、熱劣化試験を実施し、引張試験における破断伸び
と、前記ラジカル捕捉官能基のピーク強度の相関から酸化劣化の抑制可能なラジカル捕捉
官能基の限界濃度を見積もり、
　実使用濃度の酸化防止剤を配合した試料を用いて熱劣化試験を実施し、前記ラジカル捕
捉官能基の初期ピーク強度とその減少速度を見積もり、
　前記実使用濃度について見積もったラジカル捕捉官能基の初期ピーク強度とその減少速
度から、前記酸化防止剤の配合量の少ない試料を用いて見積もった限界濃度に到達するま
での時間を計算し、所定の温度におけるケーブル被覆材料の熱劣化寿命を予測することを
特徴とするケーブル被覆材料の寿命検査方法。
【請求項６】
　請求項５記載の寿命検査方法において、
前記酸化防止剤の分子構造中のラジカル捕捉機能を有する官能基の濃度を赤外分光スペク
トルマッピング測定により、ケーブル被覆膜厚方向のラジカル捕捉官能基の濃度分布デー
タを収集し、官能基濃度ならびに限界濃度算出において分布形態も考慮して濃度を算定す
ることを特徴とするケーブル被覆材料の寿命検査方法。
【請求項７】
　複数の温度における熱劣化寿命をアレニウスプロットして使用想定温度における寿命を
評価する際に、前記熱劣化寿命の全て、もしくは一部について請求項５記載の寿命検査方
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法を用いて求めた熱劣化寿命を適用することを特徴とするケーブル被覆材料の寿命検査方
法。
【請求項８】
　酸化劣化反応を抑制する酸化防止剤を配合したケーブル被覆材料について、酸化防止剤
の分子構造中のラジカル捕捉機能を有する官能基の濃度を赤外分光スペクトル測定により
当該官能基の吸光度とベースポリマの吸光度との比から定量する手段を用いて、第一段階
として酸化防止剤を実使用濃度より少なく配合した試料を調製し、その加熱劣化試験を実
施し、加熱時間に伴う引張試験における破断伸びと、前記ラジカル捕捉官能基のピーク強
度の変化の相関から酸化劣化が抑制可能なラジカル捕捉官能基の限界濃度を見積もり、第
二段階で目標寿命の達成を意識して設定された濃度の酸化防止剤を配合した試料を用いて
加熱劣化試験を実施し、前記ラジカル捕捉官能基の減少速度を見積もり、第一段階と第二
段階で見積もったラジカル捕捉官能基の減少速度が等しいことを確認し、同一劣化時間に
おける第一段階と第二段階のラジカル捕捉官能基の濃度の差とラジカル捕捉官能基の減少
速度から、第二段階のラジカル官能基の濃度が第一段階で見積もった限界濃度に到達する
までの時間を計算し、前記加熱劣化試験で用いた温度におけるケーブル被覆材料の熱劣化
寿命を予測することを特徴とするケーブル被覆材料の寿命検査方法。
【請求項９】
　請求項８記載の寿命試験方法において、酸化防止剤の分子構造中のラジカル捕捉機能を
有する官能基濃度を赤外分光スペクトル測定において、マッピング測定を行い、ケーブル
被覆膜厚方向のラジカル捕捉官能基の濃度分布データを収集し、ラジカル官能基濃度なら
びにラジカル官能基の減少速度の算定において、濃度分布の平均値から官能基濃度を計算
し、また分布形態に異常が見られるデータを計算から除外して寿命予測に供することを特
徴とするケーブル被覆材料の寿命検査方法。
【請求項１０】
　複数の温度における熱劣化寿命をアレニウスプロットして、使用想定温度における寿命
を評価する際に、前記熱劣化寿命の全て、もしくは１部について請求項８記載の寿命試験
方法を用いて求めた熱劣化寿命を適用することを特徴とする酸化劣化反応を抑制する酸化
防止剤を配合したケーブル被覆材料の寿命試験方法。
【請求項１１】
　原子力プラントにおける電気設備において使用されるケーブルの酸化防止剤を含むケー
ブル被覆材の酸化防止剤の分子構造中のラジカル捕捉機能を有する官能基の濃度を赤外分
光スペクトル測定により当該官能基の吸光度とベースポリマの吸光度との比から定量する
手段を用いて、第一段階として酸化防止剤を実使用濃度より少なく配合した試料を調製し
、その加熱劣化試験を実施し、加熱時間に伴う引張試験における破断伸びと、前記ラジカ
ル捕捉官能基のピーク強度の変化の相関から酸化劣化が抑制可能なラジカル捕捉官能基の
限界濃度を見積もり、第二段階で目標寿命の達成を意識して設定された濃度の酸化防止剤
を配合した試料を用いて加熱劣化試験を実施し、前記ラジカル捕捉官能基の減少速度を見
積もり、第一段階と第二段階で見積もったラジカル捕捉官能基の減少速度が等しいことを
確認し、同一劣化時間における第一段階と第二段階のラジカル捕捉官能基の濃度の差とラ
ジカル捕捉官能基の減少速度から、第二段階のラジカル官能基の濃度が第一段階で見積も
った限界濃度に到達するまでの時間を計算し、前記加熱劣化試験で用いた温度におけるケ
ーブル被覆材料の熱劣化寿命を予測することを特徴とする原子力プラントのケーブル被覆
材料の寿命検査方法。
【請求項１２】
　請求項１１記載の寿命試験方法において、酸化防止剤の分子構造中のラジカル捕捉機能
を有する官能基濃度を赤外分光スペクトル測定において、マッピング測定を行い、ケーブ
ル被覆膜厚方向のラジカル捕捉官能基の濃度分布データを収集し、ラジカル官能基濃度な
らびにラジカル官能基の減少速度の算定において、濃度分布の平均値から官能基濃度を計
算し、また分布形態に異常が見られるデータを計算から除外して寿命予測に供することを
特徴とする原子力プラントのケーブル被覆材料の寿命検査方法。
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【請求項１３】
　複数の温度における熱劣化寿命をアレニウスプロットして、使用想定温度における寿命
を評価する際に、前記熱劣化寿命の全て、もしくは１部について請求項１１記載の寿命試
験方法を用いて求めた熱劣化寿命を適用することを特徴とする原子力プラントのケーブル
被覆材料の寿命検査方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明はラジカル捕捉機能を有する酸化防止剤が添加されたケーブル被覆材料の寿命検
査方法に関し、特に原子力プラントにおけるケーブル等の絶縁被覆材の寿命検査及び寿命
予測法に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　ケーブルの被覆材の酸化劣化現象については例えば非特許文献１や非特許文献２などに
解説されている。
【０００３】
　プラスチックスは熱や光などのエネルギーにより、アルキル基の分子結合が切断される
と、ラジカル（Ｒ・）が発生し、酸素が存在する環境下では酸素と結合してパーオキシラ
ジカル（ＲＯＯ・）が形成される。
Ｒ・　＋　Ｏ２　→　ＲＯＯ・　　　　　　　　　・・・（式１）
　このパーオキシラジカルは反応性に富み、他の分子から水素を引き抜き、過酸化物（Ｒ
ＯＯＨ）とラジカル（Ｒ・）に変化する。
【０００４】
　　ＲＯＯ・　＋　ＲＨ　→　ＲＯＯＨ　＋　Ｒ・　　　・・・（式２）
新たに発生したラジカル（Ｒ・）は酸素存在下で、式１によりまた新たなパーオキシラジ
カルを形成させる。
一方、過酸化物（ＲＯＯＨ）も不安定なため、分解して結果的にパーオキシラジカル（Ｒ
ＯＯ・）、オキシラジカル（ＲＯ・）やラジカル（Ｒ・）が形成される。
【０００５】
　　　ＲＯＯＨ　→　ＲＯ・＋　・ＯＨ　　　　　　　　・・・（式３）
　　２ＲＯＯＨ　→　ＲＯＯ・　＋　ＲＯ・＋　Ｈ２Ｏ　・・・（式４）
　ＲＯ・　＋　ＲＨ　→　ＲＯＨ　＋　Ｒ・　　　　　・・・（式５）
　この様に、最初に発生した一つのラジカル（Ｒ・）がパーオキシラジカル（ＲＯＯ・）
を経て、新たなラジカルを多数増殖させることとなり、連鎖的に酸化劣化反応が進行する
。このため、長期の寿命を必要とするケーブル被覆材には酸化劣化反応の連鎖反応を抑制
するために、ラジカル捕捉剤が一次酸防剤として添加される。
【０００６】
　ラジカル捕捉剤にはフェノール系酸化防止剤と芳香族アミン系酸化防止剤が知られてい
る。フェノール系酸化防止剤はフェノール基（－ＯＨ）の水素をパーオキシラジカルに供
与して、自身は安定なフェノキシラジカル（－Ｏ・）の形に変化することにより、式２の
反応を阻止し、新たなラジカル（Ｒ・）の発生を防ぐ。ラジカル捕捉によりフェノール基
が消費されて行くが、フェノール基が残っている間はラジカル連鎖反応が抑えられ、酸化
劣化の進行が阻害される。しかし消費が進み、フェノール基が枯渇してくるとラジカルの
捕獲が間に合わず、ラジカル連鎖反応を抑えることが出来なくなり、急速に酸化劣化が進
行する。
【０００７】
　酸化劣化が進行する中で、アルデヒドやケトン、カルボン酸などカルボニル基（Ｃ＝Ｏ
）が形成され、さらに分子鎖切断による低分子量化や架橋も生じることが非特許文献１に
示されている。低分子量化も架橋もケーブル被覆材の引張に対する破断伸びを低下させ、
ケーブルの寿命に到る原因となる。
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【０００８】
　現実的にはケーブルの寿命判定には引張試験が広く用いられている。寿命を決める判断
基準はケーブル被覆材の種類、ケーブルの用途によっても異なるが、例えば特許文献３に
原子力プラントのケーブルの寿命評価方法について検討した内容が記載されており、この
中では破断伸びが１００％以下になった時点を寿命としている。また、長期の寿命を短期
間に評価するために温度加速試験が用いられている。これは複数の温度で経年劣化した試
料の寿命をアレニウスプロットし、想定使用温度における寿命を外挿により求める方法で
ある。高温条件ほど劣化が促進され、短時間に寿命に到達するため、試験期間が短縮でき
るが、構成材料の融点や分解温度など閾値となる温度を超えると劣化反応や現象が変わり
、アレニウスプロットの傾斜が変化するようになるので、限度が存在する。
【０００９】
　酸化防止剤が添加されたケーブル被覆材の寿命試験における破断伸びは当面の間はあま
り低下が認められず、寿命末期になって急激に低下する傾向が見られる。これは、酸化防
止剤が消費されている期間は酸化劣化の進行が抑えられ、酸化防止剤が枯渇してきて十分
にラジカルが捕捉できなくなり、連鎖反応で急速に酸化劣化が進行するためである。
【００１０】
　引張試験以外の方法でケーブル部材の劣化を評価する技術として特許文献１にはフーリ
エ変換赤外分光計による吸光度比、示差走査熱分析計による酸化誘導期、熱重量分析器に
よる熱分解開始温度などの測定値から寿命に達したか否かを判断する方法が記載されてい
る。
【００１１】
　耐用年数の長いケーブル被覆材の寿命評価においては、温度加速試験を活用しても、あ
まり高温にすると、前記の通り直線近似が成立しなくなるため、試験条件の高温化による
評価時間短縮には限度がある。例えば、長期に渡って運転され、社会全体に重要な役割を
担っている原子力プラント用の電線は、耐用年数がそれほど長くない一般機器用の電線や
、屋外配線用の電線に比較して、より長期の信頼性が求められる。こうした電線において
は温度加速試験を用いても、寿命評価試験に長い時間が必要となる。
【００１２】
　図１を用いて、原子力プラントにおけるケーブル等について説明する。図１に示すよう
に、原子炉格納容器１内には各種制御・計装ケーブル２、電力ケーブル３、電線管８が張
り巡らされ、これらは格納容器電線貫通部１０を介して原子炉格納容器の外部の電線管５
或いはケーブルトレイ４により支持されて制御装置７、中央制御盤６、線量計９などと連
結されている。これらのケーブルの全長は約１０００～２０００ｋｍ程度であるといわれ
ている。原子力ケーブルの要求寿命は約６０年といわれるようになったが、ケーブルの寿
命を迅速に判定、予測することが必要になっていることは前述のとおりである。
【００１３】
　さらに、酸化防止剤を添加したケーブル被覆材に引張試験の破断伸びによる寿命判断を
用いた場合、酸化防止剤が枯渇するまでは破断伸びの低下が顕著でなく、結局は寿命末期
まで評価する必要がある。このことも、寿命評価に長い時間が掛かる原因となっている。
【００１４】
　また、破断伸びではなく、特許文献１に示されたフーリエ変換赤外分光計による吸光度
比、示差走査熱分析計による酸化誘導期、熱重量分析器による熱分解開始温度などを劣化
の指標にすることが考えられるが、特許文献では前述の測定値を閾値と比較して寿命に達
したか否かを判断する指標として利用しており、その判断基準とする閾値は実際に長時間
劣化した検体の測定値から求めている。このため、評価の高精度化、試験の簡易化には有
効であるが、判断基準とする閾値の決定も含めた評価期間の短縮については言及されてい
ない。
【００１５】
　特許文献３においては、ケーブルの被覆層の劣化度を診断する方法として、照射光を照
射して、光音響効果に基づく音を発生させ、その音によって被覆材料の酸化の程度，硬化
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の程度、放射線劣化の程度などの状態を判定し、ケーブル被覆材の劣化度を判定する技術
が開示されている。
【００１６】
　また、特許文献２においては、ケーブルの被覆材に光を照射し、被覆材中を伝わる弾性
体の振動（弾性波）をセンサーにより検知し、これを解析してケーブル被覆材の劣化度を
診断する方法が開示されている。
【００１７】
　原子力プラントの絶縁被覆材として広く用いられている架橋ポリエチレンの劣化機構及
び酸化防止剤の作用を、図２を用いて説明する。架橋ポリエチレンが放射線環境下でラジ
カル（―ＣＨ２－ＣＨ・）を発生しこれが、パーオキシラジカル（－ＣＨ２ＯＯ・）とな
り、ポリエチレンの主鎖を切断することになるが、酸化防止剤の末端ＯＨはパーオキシラ
ジカルを捕捉し、ポリエチレンの主鎖の切断を抑制する。
【先行技術文献】
【特許文献】
【００１８】
【特許文献１】特開２０００－３４６８３６号公報
【特許文献２】特開平１０－１１５６０１号公報
【特許文献３】特開平１０－９６７１２号公報
【非特許文献】
【００１９】
【非特許文献１】“高分子材料の劣化”、コロナ社　昭和３３年　２０－２２頁
【非特許文献２】“実用プラスチック事典”、(株)産業調査会　１９９３年　８００－８
０７頁
【非特許文献３】平成１９年度　高経年化対策関連技術調査（原子力プラントのケーブル
経年変化評価技術調査研究）に関する報告書　独立行政法人原子力安全基盤機構　平成２
０年
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００２０】
　本特許の目的は耐用年数の長いケーブル被覆材料の寿命を短期間に見積もるための手法
を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【００２１】
　本発明は、導体の被覆材のベースポリマの酸化劣化反応を抑制する官能基を有する酸化
防止剤を配合したケーブル被覆材料について、前記酸化防止剤を含む被覆材について熱劣
化試験を行い、前記酸化防止剤の官能基の吸光度とベースポリマの吸光度の比から複数の
熱劣化試験時間における被覆材の劣化度及び劣化速度を求め、前記被覆材の寿命を判定す
ることを特徴とするケーブル被覆材料の寿命検査方法を提供するものである。
【発明の効果】
【００２２】
　本発明によれば、酸化防止剤の分子構造中のラジカル捕捉機能を有する官能基の濃度を
、赤外分光スペクトル測定により前記官能基の吸光度と前記ベースポリマの吸光度の比か
ら定量し、被覆材の劣化速度及び残存官能基量から被覆材の劣化度を判定するので、短時
間に被覆材の寿命を予測することができる。その結果、原子力プラントの配線系統のよう
に超長寿命が要求される原子力プラントの配線系統の信頼性と安全性の向上に資すること
ができる。
【図面の簡単な説明】
【００２３】
【図１】本発明が適用される原子力プラントのケーブル等の配置状況を説明する概略図で
ある。
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【図２】本発明が適用されるケーブルの絶縁被覆材である架橋ポリエチレンの劣化メカニ
ズムと酸化防止剤による劣化防止メカニズムを説明する図である。
【図３】絶縁被覆材の加速劣化試験時間と被覆材の破断伸びと酸化防止剤のラジカル捕獲
官能基の吸光度比の関係を従来の寿命判定方法と本発明の寿命予測法について示したグラ
フである。
【図４】初期の酸化防止剤添加濃度０．１５ｗｔ％のケーブル被覆材の破断伸びと酸化防
止剤の濃度の１２０℃における劣化試験時間依存のグラフである。
【図５】フェノール系酸化防止剤の添加濃度が０．１５ｗｔ％と０．２ｗｔ％のケーブル
被覆材のフェノール基濃度の１２０℃加熱劣化試験における劣化時間依存性を比較したグ
ラフである。
【図６】フェノール系酸化防止剤の初期添加濃度が０．２ｗｔ％のケーブル被覆材を１２
０℃加熱劣化試験で４００時間経過した時点で取り出し、赤外分光測定した時のフェノー
ル基のピーク周辺のスペクトルである。
【図７】フェノール系酸化防止剤の初期添加濃度が０．２ｗｔ％のケーブル被覆材を１２
０℃加熱劣化試験で４００時間経過した時点で取り出し、赤外分光測定した時のベースポ
リマのＣ－Ｈ変角振動のピーク周辺のスペクトルである。
【図８】イメージング測定から求めた様々な劣化時間におけるケーブル被覆膜厚方向のフ
ェノール基の吸光度比の分布を示したグラフである。
【図９】アレニウスプロットを用いて加速熱劣化試験データから想定使用温度における寿
命を評価した例である。
【００２４】
　上記の図４～図９における符号の意味は以下のとおりである。
【００２５】
　１１：破断伸びの劣化時間依存性
　１２：酸化防止剤のフェノール基の吸光度比の劣化時間依存性（初期濃度０．１５ｗｔ
％）
　１３：酸化防止剤のフェノール基の吸光度比の劣化時間依存性（初期濃度０．２ｗｔ％
）
　１４：初期濃度０．２ｗｔ％の試料を１２０℃４００時間経過後に測定した赤外分光ス
ペクトルにおける酸化防止剤のフェノール基のピーク　
　１５：初期濃度０．２ｗｔ％の試料を１２０℃４００時間経過後に測定した赤外分光ス
ペクトルにおけるベースポリマのＣ－Ｈ変角振動のピーク
　１６：劣化前のフェノール基の吸光度比のケーブル被覆膜厚方向の分布
　１７：４００時間後のフェノール基の吸光度比のケーブル被覆膜厚方向の分布
　１８：８００時間後のフェノール基の吸光度比のケーブル被覆膜厚方向の分布
　１９：１６００時間後のフェノール基の吸光度比のケーブル被覆膜厚方向の分布
　２０：３２００時間後のフェノール基の吸光度比のケーブル被覆膜厚方向の分布
　２１：酸化防止剤を０．１５ｗｔ％添加した試料の１２０℃、１１０℃、１００℃にお
ける寿命到達時間のプロットと外挿線
　２２：外挿線から読み取った酸化防止剤を０．１５ｗｔ％添加した試料における想定使
用温度６０℃における予想寿命
　２３：酸化防止剤を０．２ｗｔ％添加した試料の１２０℃、１１０℃、１００℃におけ
る寿命到達時間のプロットと外挿線
　２４：外挿線から読み取った酸化防止剤を０．２ｗｔ％添加した試料における想定使用
温度６０℃における予想寿命
【発明を実施するための形態】
【００２６】
　なお、本発明において、「被覆材の寿命を判定する」とは、現に被覆材が劣化して使用
限界に達したことを判定することではなく、当該被覆材の寿命（使用限界）を予測するこ
とであり、限界寿命を検知又は演算する技術とは明確に異なる。
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【００２７】
　本発明によれば、酸化防止剤の減少速度と、酸化劣化が急速に進む酸化防止剤の限界濃
度から本来は寿命判定に時間の掛かる酸化防止剤を適量添加したケーブル絶縁体の寿命を
短時間で見積もることが可能になる。これにより、複数の劣化試験温度の寿命データをア
レニウスプロットし、使用想定温度における寿命評価を行う場合に、あまり高くない劣化
試験温度での寿命見積りを短期間に実施でき、結果として早期の寿命予測が可能になる。
本発明における劣化試験は加速試験であり、実際の被覆ケーブルが晒される温度条件より
も高い温度で行う。
【００２８】
　以下、本発明の実施の態様を例示すると以下のとおりである。
（１）前記ケーブル被覆材料の寿命検査方法において、実使用濃度（所定の寿命を満足さ
せることを意図した実用的な濃度）より低い濃度の酸化防止剤を含有する被覆材と、実使
用濃度の酸化防止剤を含む被覆材について熱劣化試験を行い、それぞれの濃度の酸化防止
剤の官能基の吸光度と前記ベースポリマの吸光度の比からそれぞれの酸化防止剤濃度の被
覆材の劣化度及び劣化速度を求め、実使用濃度の酸化防止剤の被覆材の寿命を判定するケ
ーブル被覆材料の寿命検査方法。
（２）前記酸化防止剤はその分子構造中にラジカル捕捉機能を有する官能基を有するもの
である（１）記載のケーブル被覆材料の寿命検査方法。
（３）酸化防止剤の配合量の少ない試料で、熱劣化試験を実施し、引張試験における破断
伸びと、前記ラジカル捕捉官能基のピーク強度の相関から酸化劣化の抑制可能なラジカル
捕捉官能基の限界濃度を見積もり、
　実使用濃度の酸化防止剤を配合した試料を用いて熱劣化試験を実施し、前記ラジカル捕
捉官能基の初期ピーク強度とその減少速度を見積もり、
　前記実使用濃度について見積もったラジカル捕捉官能基の初期ピーク強度とその減少速
度から、前記酸化防止剤の配合量の少ない試料を用いて見積もった限界濃度に到達するま
での時間を計算し、所定の温度におけるケーブル被覆材料の熱劣化寿命を予測するケーブ
ル被覆材料の寿命検査方法。
（４）酸化劣化反応を抑制する酸化防止剤を配合したケーブル被覆材料について、酸化防
止剤の分子構造中のラジカル捕捉機能を有する官能基の濃度を赤外分光スペクトル測定に
より定量する手段を用いて、
　酸化防止剤の配合量の少ない試料で、熱劣化試験を実施し、引張試験における破断伸び
と、前記ラジカル捕捉官能基のピーク強度の相関から酸化劣化の抑制可能なラジカル捕捉
官能基の限界濃度を見積もり、
　実使用濃度の酸化防止剤を配合した試料を用いて熱劣化試験を実施し、前記ラジカル捕
捉官能基の初期ピーク強度とその減少速度を見積もり、
　前記実使用濃度について見積もったラジカル捕捉官能基の初期ピーク強度とその減少速
度から、前記酸化防止剤の配合量の少ない試料を用いて見積もった限界濃度に到達するま
での時間を計算し、所定の温度におけるケーブル被覆材料の熱劣化寿命を予測するケーブ
ル被覆材料の寿命検査方法。
（５）上記（４）において、前記酸化防止剤の分子構造中のラジカル捕捉機能を有する官
能基の濃度を赤外分光スペクトルマッピング測定により、ケーブル被覆膜厚方向のラジカ
ル捕捉官能基の濃度分布データを収集し、官能基濃度ならびに限界濃度算出において分布
形態も考慮して濃度を算定するケーブル被覆材料の寿命検査方法。
（６）複数の温度における熱劣化寿命をアレニウスプロットして使用想定温度における寿
命を評価する際に、前記熱劣化寿命の全て、もしくは一部について上記（４）の寿命検査
方法を用いて求めた熱劣化寿命を適用するケーブル被覆材料の寿命検査方法。
（７）酸化劣化反応を抑制する酸化防止剤を配合したケーブル被覆材料について、酸化防
止剤の分子構造中のラジカル捕捉機能を有する官能基の濃度を赤外分光スペクトル測定に
より当該官能基の吸光度とベースポリマの吸光度との比から定量する手段を用いて、第一
段階として酸化防止剤を実使用濃度より少なく配合した試料を調製し、その加熱劣化試験
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を実施し、加熱時間に伴う引張試験における破断伸びと、前記ラジカル捕捉官能基のピー
ク強度の変化の相関から酸化劣化が抑制可能なラジカル捕捉官能基の限界濃度を見積もり
、第二段階で目標寿命の達成を意識して設定された濃度の酸化防止剤を配合した試料を用
いて加熱劣化試験を実施し、前記ラジカル捕捉官能基の減少速度を見積もり、第一段階と
第二段階で見積もったラジカル捕捉官能基の減少速度が等しいことを確認し、同一劣化時
間における第一段階と第二段階のラジカル捕捉官能基の濃度の差とラジカル捕捉官能基の
減少速度から、第二段階のラジカル官能基の濃度が第一段階で見積もった限界濃度に到達
するまでの時間を計算し、前記加熱劣化試験で用いた温度におけるケーブル被覆材料の熱
劣化寿命を予測するケーブル被覆材料の寿命検査方法。
（８）上記（７）の寿命試験方法において、酸化防止剤の分子構造中のラジカル捕捉機能
を有する官能基濃度を赤外分光スペクトル測定において、マッピング測定を行い、ケーブ
ル被覆膜厚方向のラジカル捕捉官能基の濃度分布データを収集し、ラジカル官能基濃度な
らびにラジカル官能基の減少速度の算定において、濃度分布の平均値から官能基濃度を計
算し、また分布形態に異常が見られるデータを計算から除外して寿命予測に供するケーブ
ル被覆材料の寿命検査方法。
（９）複数の温度における熱劣化寿命をアレニウスプロットして、使用想定温度における
寿命を評価する際に、前記熱劣化寿命の全て、もしくは１部について上記（８）の寿命試
験方法を用いて求めた熱劣化寿命を適用する酸化劣化反応を抑制する酸化防止剤を配合し
たケーブル被覆材料の寿命試験方法。
（１０）原子力プラントにおける電気設備において使用されるケーブルの酸化防止剤を含
むケーブル被覆材の酸化防止剤の分子構造中のラジカル捕捉機能を有する官能基の濃度を
赤外分光スペクトル測定により当該官能基の吸光度とベースポリマの吸光度との比から定
量する手段を用いて、第一段階として酸化防止剤を実使用濃度より少なく配合した試料を
調製し、その加熱劣化試験を実施し、加熱時間に伴う引張試験における破断伸びと、前記
ラジカル捕捉官能基のピーク強度の変化の相関から酸化劣化が抑制可能なラジカル捕捉官
能基の限界濃度を見積もり、第二段階で目標寿命の達成を意識して設定された濃度の酸化
防止剤を配合した試料を用いて加熱劣化試験を実施し、前記ラジカル捕捉官能基の減少速
度を見積もり、第一段階と第二段階で見積もったラジカル捕捉官能基の減少速度が等しい
ことを確認し、同一劣化時間における第一段階と第二段階のラジカル捕捉官能基の濃度の
差とラジカル捕捉官能基の減少速度から、第二段階のラジカル官能基の濃度が第一段階で
見積もった限界濃度に到達するまでの時間を計算し、前記加熱劣化試験で用いた温度にお
けるケーブル被覆材料の熱劣化寿命を予測するケーブル被覆材料の寿命検査方法。
（１１）上記（１０）の寿命試験方法において、酸化防止剤の分子構造中のラジカル捕捉
機能を有する官能基濃度を赤外分光スペクトル測定において、マッピング測定を行い、ケ
ーブル被覆膜厚方向のラジカル捕捉官能基の濃度分布データを収集し、ラジカル官能基濃
度ならびにラジカル官能基の減少速度の算定において、濃度分布の平均値から官能基濃度
を計算し、また分布形態に異常が見られるデータを計算から除外して寿命予測に供するケ
ーブル被覆材料の寿命検査方法。
（１２）複数の温度における熱劣化寿命をアレニウスプロットして、使用想定温度におけ
る寿命を評価する際に、前記熱劣化寿命の全て、もしくは１部について上記（１０）の寿
命試験方法を用いて求めた熱劣化寿命を適用する酸化劣化反応を抑制する酸化防止剤を配
合したケーブル被覆材料の寿命検査方法。
【００２９】
　本発明者らはフーリエ変換赤外分光計により、熱劣化試験時のケーブル被覆材の酸化防
止剤の定量的解析を実施し、寿命見積りに関与する以下の知見を得た。
【００３０】
　１）一定温度で加熱された試料中の酸化防止剤がほぼ一定速度で減少する。
【００３１】
　２）ある濃度以下に達した時点で急速に劣化が進行し、寿命に到達。
【００３２】
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　以上の知見から、次の手順を用いることにより寿命の予測が短期間に可能になる。
【００３３】
　手順１）酸化防止剤の分子構造中のラジカル捕捉機能を有する官能基の濃度を赤外分光
スペクトル測定により定量する手段を用いて、第一段階として酸化防止剤の配合量を実使
用濃度より少なくした試料により、熱劣化試験を実施し、引張試験における破断伸びと、
前記ラジカル捕捉官能基のピーク強度の相関から酸化劣化の抑制可能なラジカル捕捉官能
基の限界濃度を見積もる。限界濃度は引張試験の結果から判断して寿命に達したときの酸
化防止剤の濃度とする。手順１における酸化防止剤の配合量については目標寿命の達成を
意識して設定された濃度より少なくする必要がある。配合量を減らすほど、劣化が早期に
進むが、ケーブル製造時に酸化防止剤が一部消費されるため、あまり酸化防止剤の配合量
を少なくし過ぎると、酸化防止剤が熱劣化試験前にほとんど消費されてしまい、限界濃度
も酸化防止剤の減少速度も正しく評価できなくなる。このため、何種類かの配合の試料を
用いて試すことが望ましい。
【００３４】
　手順２）目標寿命の達成を意識して設定された濃度の酸化防止剤を配合した試料を用い
て熱劣化試験を実施し、前記ラジカル捕捉官能基の初期ピーク強度とその減少速度を見積
もる。
【００３５】
　手順３）手順２で見積もったラジカル捕捉官能基の初期ピーク強度とその減少速度から
、第一段階で見積もった限界濃度に到達するまでの時間を計算し、加熱試験温度における
ケーブル被覆材料の熱劣化寿命を予測する。
【００３６】
　ここで、限界濃度の見積り、酸化防止剤の減少速度の見積りに際しては、複数の試料で
実験を行い、その平均値を用いても良い。また、フーリエ変換赤外分光測定に際して、二
次元的な吸光度の分布が得られるマッピング測定を実施し、ケーブル被覆膜厚方向の断面
のラジカル捕獲官能基の吸光度分布を評価したところ、酸化防止剤の濃度に分布が存在す
ることが確認された。酸化防止剤の濃度は酸化劣化の抑制に影響するため、ケーブル被覆
膜厚方向のラジカル捕捉官能基の濃度分布データを収集し、官能基濃度ならびに限界濃度
算出において分布形態も考慮して濃度を算定することにより、寿命見積りの精度を向上で
きる。
【００３７】
　以上の手順により、任意の熱劣化温度における寿命を予測できるが、複数の熱劣化温度
で、寿命予測を行い、それらの結果をアレニウスプロットし、想定使用温度における寿命
を外挿により求めることができる。本特許を用いることによりアレニウスプロットに供す
るデータを収集する期間が短縮でき、結果的に寿命予測するための期間短縮が可能になる
。
【００３８】
　評価用のケーブル被覆材料として、ポリエチレンに架橋剤としてジクミルパーオキサイ
ド、フェノール系酸化防止剤として４，４－チオビス（６－ターシャリーブチル－３－メ
チルフェノール）を添加し、混練後、１８０℃で架橋処理を施した。実施例として０．１
５ｗｔ％と０．２０ｗｔ％のフェノール系酸化防止剤を含む試料を作製した。
【００３９】
　この材料をＪＩＳ規格Ｋ７２１２に準じる方法で、強制通風循環式恒温槽内で加速劣化
試験を実施した。熱劣化温度は１２０℃とした。
【００４０】
　複数の試料を同時に試験開始し、４００時間、８００時間、１６００時間、３２００時
間をそれぞれ経過した時点で取り出し、試料表面に垂直な方向にミクロトームを用いて膜
厚６００μｍの切片を切り出し、その断面をフーリエ変換赤外分光計により分光測定した
。フーリエ変換赤外分光計には顕微イメージング測定が可能な装置を使用した。
【００４１】
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　フェノール系酸化防止剤では分子構造の中にあるフェノール基（－ＯＨ）が酸化劣化の
連鎖反応の要因となるパーオキシラジカルを捕獲するが、その際にフェノール基自身は非
可逆的に変化し、別の構造となる。このため、フェノール基はパーオキシラジカル捕獲と
ともに消費され、その濃度は低下していくので、赤外スペクトル上のフェノール基のピー
クも小さくなっていく。
【００４２】
　酸化防止剤のフェノール基のＯＨ伸縮振動の吸収ピークは３５１０ｃｍ－１に検出され
た。このピークの吸光度と１３００ｃｍ－１に現れるベースポリマのポリエチレンのＣＨ
面内変角振動のピークの吸光度の比を取り、まだ消費されていない酸化防止剤のフェノー
ル基の濃度を評価した。ベースポリマのピークで比を取るのは測定試料の試料膜厚のバラ
ツキの影響を補正するためである。また、吸光度で比を取るのは試料膜厚と官能基の濃度
に吸光度が比例するためである。
【００４３】
　配合量が小さい酸化防止剤のピークを検出するためには試料の膜厚をある程度、大きく
する必要があった。しかし、試料膜厚を大きくすると、前記の補正に必要なベースポリマ
の吸収ピークの中には吸収が大きくなりすぎて、吸光度が飽和して、正しく評価できなく
なるものが出てくる。また、試料膜厚を大きくすると試料の中で赤外光が広がることによ
り、イメージング測定の際の空間分解能も低下する。したがって、酸化防止剤の濃度や測
定対象とするピークの強度などを勘案して、最適な試料膜厚を用いる必要がある。
【００４４】
　通常、ポリエチレンでは基準のピークとして３０００～２８００ｃｍ－１領域に現れる
ＣＨ伸縮振動のピークが使用されることが多いが、本実施例では実使用濃度より低い濃度
の酸化防止剤のピークを検出するために膜厚を６００μｍと厚くしたため、ＣＨ伸縮振動
のピークは飽和しているため、まだ飽和していない１３００ｃｍ－１に現れるＣＨ面内変
角振動のピークを用いて、吸光度比を計算した。
【００４５】
　図４は前記の手順で作成した酸化防止剤添加濃度０．１５ｗｔ％のケーブル被覆材の破
断伸び１１と酸化防止剤のフェノール基の吸光度比１２の１２０℃加速劣化試験における
劣化時間依存性を示したグラフである。
【００４６】
　フェノール基の吸光度はイメージング測定で得られた表面近傍（表面から１００～３０
０μｍの領域）の平均値を用いた。フェノール基の吸光度比は劣化時間に伴い、一定の比
率で減少している。これは酸化劣化試験で発生したパーオキシラジカルにフェノール基が
水素を供給して安定化し、ラジカル連鎖反応を抑制するために消費された結果である。
【００４７】
　一方、破断伸びは２０００時間近くまでは顕著な低下が見られず、２０００時間付近で
急激に低下し、寿命判定基準の１００％まで低下している。破断伸びが１００％になる２
０００時間におけるフェノール基の吸光度比は図４の１２の傾向から０．００２２と見積
もられ、これを本実施例の材料組成の１２０℃の熱劣化試験における限界濃度とする。限
界濃度の見積りに際して、ばらつきの影響を考慮するため、前述の破断伸び、ならびにフ
ェノール基の吸光度比を各劣化時間において複数の試料で評価して、それらの平均値をプ
ロットし、又は関数近似することにより精度を向上できる。
【００４８】
　限界濃度はベースポリマの分子量や酸化防止剤の種類や熱劣化試験温度によって変わる
ため、材料の組合せ、熱劣化試験温度を変えるときにはそれぞれ前記方法で取得する必要
がある。
【００４９】
　限界濃度をより短期間で確認するためには酸化防止剤濃度を実使用濃度より少なく配合
した試料で試験すれば良い。ただし、架橋剤による化学架橋で製造した場合、架橋剤によ
り発生したラジカルに対しても酸化防止剤がラジカル捕獲剤として作用して、消費される
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ため、熱劣化試験を開始する時点でフェノール基は減少する。このため、あまり酸化防止
剤の配合量を少なくし過ぎると、劣化試験前の段階で酸化防止剤が限界濃度に達してしま
い、酸化防止剤の消費速度が検知できなくなる恐れがあるので注意を要する。
【００５０】
　図５はフェノール系酸化防止剤の初期添加濃度が０．１５ｗｔ％と０．２ｗｔ％のケー
ブル被覆材のフェノール基の吸光度比の１２０℃劣化試験における劣化時間依存性を比較
したグラフである。
【００５１】
　０．２ｗｔ％添加品のフェノール基の吸光度比と０．１５ｗｔ％添加品のフェノール基
の吸光度比は共に一定の速度で消費されており、時間当たりに消費されるフェノール基の
量はほとんど等しいと見なせる。０．２ｗｔ％添加品と０．１５ｗｔ％添加品の吸光度比
には約０．００１４の差が有るが、１０００時間当たりに消費されるフェノール基の消費
量はどちらも約０．０００５４である。このため、０．２ｗｔ％添加品と０．１５ｗｔ％
添加品の限界濃度に達するまでの時間のずれは約２５９０時間と見積もられる。すなわち
、０．２ｗｔ％添加品が限界濃度であるフェノール基の吸光度比が０．００２５となるま
での時間は４５９０時間と推定される。このように、実使用濃度より低い濃度の試料によ
りラジカル連鎖反応を抑制可能な酸化防止剤のフェノール基の限界濃度を見積り、高濃度
の試料においてもそのフェノール基の消費速度が等しいことが確認できれば、高濃度の試
料の寿命を限界濃度に達する前に、大まかに見積もることが可能になる。
【００５２】
　図６と図７に測定した赤外分光スペクトルの例を示す。どちらも酸化防止剤を０．２ｗ
ｔ％添加した試料を１２０℃で４００時間経過した後の吸光度スペクトルである。図６は
３５００ｃｍ－１付近の波数域を拡大したものであり、酸化防止剤のラジカル捕獲機能を
有するフェノール基のＯＨ伸縮振動が現れる３５１０ｃｍ－１のピーク１４が認められる
。図７は１３００ｃｍ－１付近の波数域を拡大したものであり、ペースポリマーであるポ
リエチレンのＣＨ面内変角振動が現れる１３００ｃｍ－１のピーク１５が認められる。フ
ェノール基の定量はピーク１４の吸光度をピーク１５の吸光度で除算した吸光度比で行っ
た。
【００５３】
　図８にはマッピング測定から求めた各劣化時間におけるケーブル被覆膜厚方向のフェノ
ール基の吸光度比の分布を示したグラフを示した。１６は劣化前、すなわち劣化時間０時
間、１７、１８、１９、２０はそれぞれ劣化時間４００時間、８００時間、１６００時間
、３２００時間の分布を示している。
【００５４】
　ここで、劣化時間０時間の分布では最表面側のフェノール基の濃度が高くなっているこ
とがわかる。この原因として試料作製時に酸化防止剤が表面に集まっていることを示唆し
ている。これに対して劣化時間４００時間、８００時間、１６００時間、３２００時間の
分布では内部から表面に向けてフェノール基濃度が減少する同じ傾向を示しており、劣化
時間０時間だけ形態が異なることがわかる。
【００５５】
　図４、図５のフェノール基の吸光度比のプロットにおいて、劣化時間０時間の点は劣化
時間４００時間以降の直線的な関係から明らかに外れており、減少速度を見積もる上で障
害となるが、図５における分布形態の特異性も判断材料として、減少速度を見積もるため
のデータから除外した。
【００５６】
　以上、１２０℃の劣化温度における寿命見積りの例を示したが、より低温の１１０℃、
１００℃の劣化温度における寿命見積りも可能であり、これらの劣化温度における寿命を
アレニウスプロットすることにより、想定使用温度における寿命を見積もることが可能で
ある。
【００５７】
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　図９はアレニウスプロットを用いて加速熱劣化試験データから想定使用温度における寿
命を評価した例である。２１は酸化防止剤を０．１５ｗｔ％添加した試料の１２０℃、１
１０℃、１００℃における寿命到達時間のプロットと外挿線である。原子力ケーブルの寿
命試験における想定使用温度の６０℃における予想寿命は外挿線が加熱温度６０℃と交差
するＹ座標２２で求められる。同様に２３は酸化防止剤を０．２ｗｔ％添加した試料の１
２０℃、１１０℃、１００℃における寿命到達時間のプロットと外挿線で、２４は想定使
用温度の６０℃における予想寿命である。２１および２３の１２０℃、１１０℃、１００
℃のプロットの全てあるいは一部を前述の酸化防止剤の消費速度と限界濃度の見積りで求
めることにより、それぞれの酸化防止剤濃度の試料の想定使用温度における寿命評価を短
期間で実施することが可能になる。
【００５８】
　本発明の加速試験による寿命予測方法と、加速試験による従来の寿命判定法を、被覆材
の破断伸びと、ラジカル捕獲官能基の吸光度比で示した酸化防止剤の含有量との関係を図
３に示した。従来の寿命判定方法では、たとえば２０００時間以上経過したときに破断伸
びが急激に低下して、被覆材の寿命であると判断することができる。しかし、加速試験で
さえ２０００時間以上を要するという問題がある。これに対し、本発明によれば、酸化防
止剤の含有量は直線的に低下して、２０００時間を待たないでも、破断伸びが有る所定の
値になる時点（被覆材の寿命）を予測することができる。
【００５９】
　図３に示すように、酸化防止剤入りの被覆材（又はその被覆材を形成したケーブル）の
熱劣化試験を行いその複数点の破断伸び及び酸化防止剤量（残存官能基濃度）を求め、被
覆材の劣化度及び劣化速度を求め、所定の破断伸びに達する時間を予測することにより、
被覆材の寿命を予測することができる。
【００６０】
　図３において、従来は、実際の酸化防止剤濃度（実使用濃度）の被覆材を有するケーブ
ルの被覆材について、所定時間間隔で破断伸び試験を行い、それを時間軸とともにプロッ
トして曲線２６を得る。そしてたとえば、約５０００時間経過した試料の破断伸びが急激
に低下して、１００未満となったときに、その被覆材の寿命であると判定する。このよう
に、従来の寿命予測法は非常に時間がかかるものであった。
【００６１】
　本発明では、実際の酸化防止剤濃度よりも低い被覆材について、破断伸び試験を行い、
曲線２９で示したデータを取得する。この実使用濃度よりも低い濃度の被覆材は１種類と
は限らず、必要に応じ、２つ以上の実使用濃度よりも低い濃度の被覆材又は被覆材付きケ
ーブルを準備してもよい。図３の場合は、約２０００時間で急激に破断伸びが低下したの
で、この近辺についてより詳しい試験（時間軸に関して多数のデータを収集する）を行う
ことができる。そして、図３の場合は、破断伸びが１００を切る約２０００時間を破断伸
びに基づく判断情報とする。
【００６２】
　また、本発明においては、酸化防止剤のラジカル捕獲官能基の吸光度比を、実際の使用
酸化防止剤濃度（実使用濃度）の被覆材とそれよりも低濃度の酸化防止剤の被覆材につい
て複数の時間時点で測定し、実使用濃度の被覆材については直線２７、実使用濃度よりも
低い濃度の被覆材については、直線２８のデータが得られる。試料となる被覆材或いは被
覆材付きのケーブルは同じ条件で劣化状態を把握するため、たとえば１つの恒温槽内に保
管する。本発明で行う試験は加速試験であるので、たとえば１００℃以上の高温において
試験試料を保持する。また、実使用濃度よりも低い濃度の被覆材については、前述のよう
に１つの濃度ではなく２つ以上の実使用濃度よりも低い濃度の被覆材試料を準備するとよ
り正確なデータが得られる。
【００６３】
　ラジカル捕獲官能基の吸光度比で得られたデータは、ラジカル捕獲に伴う分子構造の変
化などによって、時間軸に対して右下がりの直線となることが予想される。そして実使用
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濃度よりも低い濃度の被覆材の直線２８と実使用濃度よりも低い濃度の被覆材の破断伸び
曲線２９とが交差する点Ａを、右に平行延長し、実使用濃度被覆材の直線２７を延長して
得られる直線との交差点Ｂ（この例では約５０００時間）を、実使用濃度の被覆材の寿命
と判定する。これにより、被覆材の寿命を２０００時間までの寿命試験で判定することが
できるという顕著な効果を奏する。
【００６４】
　ここで重要なことは、実使用濃度のラジカル捕獲官能基の吸光度比直線２７と実使用濃
度より低い濃度の被覆材のラジカル捕獲官能基の吸光度比直線２８が、少なくとも交点Ａ
に達するまでは平行である必要が有ることである。もし直線２７と２８のいずれか又は両
方が平行性を維持できないならば、上記の説明から明らかなように、ラジカル捕獲官能基
の吸光度比のデータを被覆材の寿命予測には使うことができない。酸化防止剤の種類によ
ってはそのようなことが発生すると予想されるが、そのような場合は、実使用濃度よりも
低い濃度の設定は不適切であったりすることも原因しているので、準備する被覆材の酸化
防止剤濃度について検討する必要が有る。
【００６５】
　なお、本発明においては、実使用濃度の被覆材の破断伸び試験を実施することは必須で
はないが、本発明の寿命予測又は寿命診断のための補充的なデータとしてこれを利用する
ことは何ら問題がない。
【００６６】
　本発明の検査方法をコンピュータによりサポートするには、以下の手順を採用するのが
有効である。
（１）赤外スペクトル酸化防止剤の官能基の吸光度とベースポリマの吸光度の比を計算。
（２）横軸に劣化時間、縦軸に吸光度比をプロットしたときの単位時間当たりの酸化防止
剤の官能基の減少速度の計算。
（３）引張試験から求められた寿命に相当する酸化防止剤の官能基の吸光度比の算定。
（４）実使用濃度より酸化防止剤の配合量の少ない試料から求めた（３）と寿命達成を意
図した配合量の試料の（３）を比較して、一致している場合は本寿命検査が適用可能であ
ることを判断すると共に、後者が（２）の濃度に到達する時間を計算。
さらに、上記に加えて、次の項目を追加することが考えられる。
（５）複数の加速熱劣化温度における（４）の予測寿命をアレニウスプロットしたときの
傾きと切片の計算。（最小二乗法）
（６）想定使用温度における寿命の計算。
【産業上の利用可能性】
【００６７】
　本発明は、酸化防止剤を配合したケーブル被覆材料の寿命を予測するための検査方法、
特に原子力プラントなどの超長寿命が要求される各種配線に適用するのに好適な検査方法
であり、これによって原子力プラントの電気系統の信頼性と安全性の向上に資することが
できる。
【符号の説明】
【００６８】
　１…原子炉格納容器、２…制御・計装ケーブル、３…電力ケーブル、４…ケーブルトレ
イ、５…電線管、６…中央制御盤、７…制御装置、８…電線管、９…線量計、１０…格納
容器電線貫通部



(15) JP 2012-173183 A 2012.9.10

【図１】

【図２】

【図３】

【図４】

【図５】

【図６】

【図７】



(16) JP 2012-173183 A 2012.9.10

【図８】

【図９】



(17) JP 2012-173183 A 2012.9.10

10

フロントページの続き

(72)発明者  山崎　孝則
            東京都千代田区外神田四丁目１４番１号　日立電線株式会社内
(72)発明者  阿部　大輔
            東京都千代田区外神田四丁目１４番１号　日立電線株式会社内
(72)発明者  中村　孔亮
            東京都千代田区外神田四丁目１４番１号　日立電線株式会社内
Ｆターム(参考) 2G054 AA04  AB06  EA06  GA01  GB01 
　　　　 　　  2G059 AA05  BB15  EE01  EE12  EE13  FF04  HH01 


	biblio-graphic-data
	abstract
	claims
	description
	drawings
	overflow

